
（３）保育所の役割

入所する子どもの最善の利益を考慮し、
その福祉を積極的に増進することに
最もふさわしい生活の場の提供

【目的】

①専門性を有する職員による保育の実施
②密な家庭との連携
③子どもの状況や発達過程を踏まえた保育の実施
④環境を通して行う保育の実施
⑤養護と教育が一体的に展開

【特性】

①子どもの人権へ配慮と人格を尊重した保育の実施
②地域との交流と保育内容の説明
③個人情報の保護と保護者からの苦情解決

【保育所の社会的責任】
　 

【保育所の役割】

①入所する子どもの保護者への支援
②地域の子育て家庭に対する支援 など

【子育て支援】

倫理観に裏付けられた専門的知識、
技術及び判断を踏まえた保育士による

保育の実施、保護者への指導

【保育士の専門性】

+

+

+

Q 認定こども園とは？

いろいろ難しい内容を
一問一答で聞いてみましょう。Q A&

A
認可保育所では保護者の就労等により家庭
で保育ができない子（保育を必要とする子）
の保育を行うことを目的としていますが、
認定こども園では、①幼稚園と同様の４時
間程度の教育と②保育を必要とする子に対
して8時間程度の長時間保育の双方を行う
ことになり、さらに、③通園する園児の家庭に限らず地域の子育て
家庭を対象に子育て支援事業を行うことになります。
　認定こども園には地域の実状に合わせて以下の４つのタイプが
あります。

《幼稚園型》
認可幼稚園が、保育に欠ける
子どものための保育時間を確
保するなど、保育所的な機能
を備えて認定こども園として
の機能を果たすタイプ

《幼保連携型》
学校及び児童福祉施設として
の法的位置付けを持つ、単一
の施設。

《地方裁量型》
幼稚園・保育所いずれの認可
もない地域の教育・保育施設
が、認定こども園として必要
な機能を果たすタイプ

《保育所型》
認可保育所が、保育に欠ける
子ども以外の子どもも受け入
れるなど、幼稚園的な機能を
備えることで認定こども園と
しての機能を果たすタイプ
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第2章 保育所の設置
（１）設置者について
　児童福祉法第３５条第４項によれば、「国、都道府県及び市町
村以外の者」は、都道府県知事（政令・中核市内における設置につ
いては、政令・中核市長）の認可を受け保育所を設置することが
できます。
　また、「国、都道府県及び市町村以外の者」とは、社会福祉法人、
ＮＰＯ法人、学校法人、宗教法人、株式会社などです。

（2）定員について

　保育所を設置する場合の定員規模は、20人以上とされています。

（3）敷地について
　保育所を経営する事業が安定的、継続的に行われるためには、
保育所の設置に必要な土地及び建物いずれについても、保育所
の設置者が所有権を有しているか、又は国若しくは地方公共団
体から貸与若しくは使用許可を受けていることが原則です。し
かし、一定の条件を満たす場合は、賃貸物件でも認められること
があります。詳しくは、認可権者（県、那覇市、宮古島市）又は各市
町村の担当課にご確認ください。

（4）留意事項
　保育所の整備にあたっては、児童福祉施設の設備及び運営に
関する基準の遵守のほか、都市計画法、建築基準法、消防法等の
各種法令や通知等についても留意する必要があります。

　施設の整備及び施設の運営を円滑に進める
ためには、周辺住民の理解と協力が必要にな
りますので、周辺住民に対する事業説明会を
開催するなど、住民の理解と同意を得るよう
努めてください。

❶ポイント

　保育所を運営する予定の建築物に対して、「建
築確認済証」及び「検査済証」が交付されている
必要があります。

❷ポイント

　整備計画地が農業振興地域内に所在し
ている場合は、認可保育所を整備すること
ができません。計画地が市街化調整区域内
に所在し、地目や現況が田・畑である場合
はご注意ください。

❸ポイント
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